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「兵庫東流域下水汚泥広域処理場運転管理業務等包括委託」の入札における入札参

加申込書、入札参加資格確認資料、技術提案書等の作成及び提出については、入札説

明書等に従い、本様式集の以下の様式によるものとする。 

 

様式一覧 

 

○申込書・質問書等様式 

様式第１号－１ 入札参加資格に関する質問書 

様式第１号－２ 業務要求水準等に関する質問書 

様式第２号－１ 現地確認申込書 

様式第２号－２ 現地確認における質問書 

 

○入札参加申込書及び入札参加資格確認資料様式 

様式第３号    条件付一般競争入札参加申込書（単独企業用） 

様式第４号    条件付一般競争入札参加申込書（特別共同企業体用） 

様式第５号   特別共同企業体協定書 

様式第６号   委任状（特別共同企業体用） 

様式第 7号   同種又は類似の業務実績 

様式第８号   配置予定技術者の資格及び業務経験 

 

○入札書等様式 

様式第９号－１ 入札書（単独企業用） 

様式第９号－２ 見積書（単独企業用） 

様式第 10号－１ 入札書（特別共同企業体用） 

様式第 10号－２ 見積書（特別共同企業体用） 

様式第 11号    入札金額内訳書 

様式第 12号   委任状 

 

○技術提案書様式 

技術提案書作成要領 

様式第１３号～様式第２７号 

 

○再技術提案書様式 

技術提案書様式と同様
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技術提案書作成要領 

 

技術提案書（再技術提案書も同様とする。）の提出部数並びに作成要領は以下のと

おりとする。 

(1) 提出部数等 

ア Ａ４ファイルに様式の順に一括して綴じ、５部提出すること。 

イ 製本に当たっては、再利用に不向きな素材とせず、社名やロゴマーク等入札参加

申込者を特定できる表記はしないこと。また、技術提案書を作成した入札参加申

込者が推定できるような記述についても行わないこと。 

ウ PDFファイル形式により電子データ化し、電子データを納めた電子媒体（ＣＤ－

Ｒ）を１枚提出すること。 

 

(2) 作成要領 

ア 入札説明書及び様式集の各様式に記載した注意事項を踏まえ、作成すること。 

イ 各様式のサイズはＡ４判とし、左綴じで製本すること。 

ウ 使用言語は日本語とし、使用する単位は計量法（平成４年法律第５１号）に定め

るところによる。 

エ 記述に当たっては、「目標とする」、「目指します」、「提案します」、「努めます」

などの曖昧な表現は控えること。 

オ ページ数は特に規定しないが、簡潔で分かりやすく、見やすい資料とすること。 

カ 一様式の提案が複数枚となる場合は、各様式の右端に通し番号を振ること。 

（様式第△号 ○／●） 

キ 使用する文字の大きさは、１２ポイント以上とし、上下左右に２０mm 程度の余

白を設定すること。（図面及び添付書類を除く） 

ク 再技術提案書については、「技術提案書」を「再技術提案書」とすること。 
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技術提案書の記載事項 

 

入札参加申込者が技術提案書に記載する事項は次のとおりとする。 

 技術提案の作成にあたっては、別添「業務要求水準書」に則したものとすること。 

提案 

項目 
評価項目 記 載 事 項 

業
務
実
施
計
画 

管理運営の 

基本方針 
（様式第 13号） 

・業務の趣旨、業務対象施設の特徴を踏まえ、管理運営

の基本方針及び業務への取り組み姿勢等について記載

する。 

業務実施体制 
（様式第 14号） 

・業務総括責任者及び有資格者等の配置やその実績な

ど、業務実施のための組織体制、業務分担、人員配置

計画について具体的に記載する。 

運転異常時、 

災害時及び 

緊急時の 

対応方針・対

策 
（様式第 15号） 

・危機管理体制表・非常配備計画、災害発生時の措置要

領、緊急時の連絡網、防災管理組織、緊急時対応訓練、

職員訓練について記載する。 

・複合危機への対応、設備故障時の代替方案について記

載する。 

・送泥ポンプ場等の場外施設の危機管理対応について、

実施体制を具体的に記載する。 

自主管理 

の充実 
（様式第 16号） 

・業務の実施や問題が発生した場合の対応について、Ｐ

ＤＣＡサイクルの確立や自主管理の方針、社内管理体

制等について記載する。 

運
転
管
理 

運転管理計画 
（様式第 17号） 

・業務対象施設の特徴を理解した上で、要求水準を達成

できる運転管理計画について具体的に記載する。その

際、受託者における同種の維持管理実績から具体的な

内容を記載する。 

・送泥管の閉塞防止・流量低下を防ぐための方策を具体的

に記載する。 

汚泥処理管理

計画 
（様式第 18号） 

・委託者が定める要求水準値を達成するために、受託者

が安定的に処理するための運転管理値を記載する。 

・要求水準値及び運転管理値を達成できる汚泥処理管

理計画について具体的に記載する。 

・高分子凝集剤等の薬品の選定方針、汚泥含水率等を具

体的に記載する。 

水処理管理 

計画 
（様式第 19号） 

・委託者が定める要求水準値を達成するために、受託者

が安定的に処理するための運転管理値を記載する。 

・要求水準値及び運転管理値を達成できる水処理管理

計画について具体的に記載する。 

・水質分析機器故障時の対応について記載する。 

 

省エネ計画・ 

コスト縮減 
（様式第 20号） 

・委託者が定める省エネ目標を達成するために、受託者

自らが実施可能な省エネ提案やコスト縮減の方策につ

いて具体的に記載する。 
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保
守
管
理
と
延
命
化 

保守点検 
（様式第 21号） 

・施設の機能を維持するための体制、業務内容について

具体的に記載する。 

・修繕費の節減に効果的な方策や技術的又は経済的に

優れた代替方法、点検周期等提案があれば記載する。 

修繕、予防保

全等の延命化

対策 
（様式第 22号） 

・事後保全への備え（故障の早期復旧）、予防保全によ

る故障の未然防止など、施設の延命化の方策について

具体的に記載する。 

・予防保全の観点からの点検の体制、業務内容を具体的

に記載する。 

施設機能状態

の把握 
（様式第 23号） 

・点検・修繕履歴の整理、保全状況の記録等、施設機能状

態の把握及び継承について具体的に記載する。その際、

既存の機器台帳システムの活用についても記載する。 

ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
ー

等
の
調
達
・
管
理 

ユーティリテ

ィー、薬品･ 

消耗品類の調

達・管理 
（様式第 24号） 

・業務の実施に必要なユーティリティー及び薬品・消耗

品類について、安定調達の方策について具体的に記載

する。 

・ユーティリティー等の調達先の選定についての考え

方を具体的に記載する。 

 

 

そ
の
他 

安全・衛生管

理 
（様式第 25号） 

・業務従事者、外部の入場者、見学者に対する安全衛生

管理の方針、保安教育・訓練について記載する。 

・新型インフルエンザ等への対応について事業継続計画

（ＢＣＰ）の策定を含め、現場の感染症対策、班体制、感染

者発生時の対応等、具体的に記載する。 

技術力の維持

向上 
（様式第 26号） 

・技術力向上に対する基本方針とその方策について具

体的に記載する。 

自社の技術的

優位性や意

欲、積極性 
（様式第 27号） 

・業務実施にあたり、他社との相違点、独自性及び機能

改善等の技術的又は経済的に優れた提案があれば記載

する。 
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